
訪問では、同社の楢﨑社長から働き方改革
の取組についてご説明をいただくとともに、
伊田会長をはじめとする経営トップの方々や、
社員の方々との意見交換を行いました。
また、関東地方整備局及び埼玉県からも、

それぞれの建設業の働き方改革に係る取組に
ついて説明いただきました。

令和６年11月20日、「過労死等防止啓発月間」における「過重労働解消キャン
ペーン」の一環として、片淵 仁文埼玉労働局長が関東地方整備局及び埼玉県と合
同で、県内の時間外労働削減や社員の定着率向上など働き方改革に積極的に取り
組んでいるベストプラクティス企業を訪問しました。

埼玉労働局長が関東地方整備局及び埼玉県と
合同で「ベストプラクティス企業」を訪問

伊田テクノス株式会社（所在地：埼玉県東松山市松本町2丁目1番1号）
代 表 者 :代表取締役会長 伊田 登喜三郎

 代表取締役社長 楢﨑 亘 
設   立 :昭和21年
社 員 数 : 261名（令和６年６月現在）
事業内容:総合建設業

働き方改革の取組概要

【取組１】現場作業のバックオフィス化
【取組２】業務の見直しやDXによる業務効率化
【取組３】自社独自の若手育成プログラムによる採用拡大、早期戦力化

＜訪問企業の概要＞

（左から）伊田テクノス（株）小川詔夫最高技術
責任者、楢﨑亘代表取締役社長、伊田登喜三
郎代表取締役会長、片淵仁文埼玉労働局長、
市川智秀関東地方整備局建政部長、小島茂埼
玉県県土整備部副部長（敬称略）

楢﨑社長より取組のご説明



取組１ 「建設ディレクター」を活用した現場作業のバックオフィス化

・現場技術者の長時間労働の一因となっていた書類業務等をバックオフィス化

＜取組の効果＞
・現場技術者を中心に時間外労働を大幅に削減

社員との意見交換 経営トップとの意見交換

（例）橋りょう架換え工事における現場代理人の
時間外労働時間（受注～３か月）

（取組前）194時間 → （取組後）97時間

〈移管した書類作成業務の例〉
・施工体制台帳 ・道路使用許可申請書 ・施工計画書 ・数量計算書 ・借地契約

〈移管した現場作業の例〉



取組２ 業務の見直しやＤＸによる業務効率化

・社内書類の書式の統一や、既存のクラウドサービス・グループウェア等を利用した業務
効率化のほか、デジタル人材の活用により自社用アプリの開発等を実施

取組３ 自社独自の若手育成プログラムによる採用拡大、早期戦力化

・採用対象を理工系だけでなく文系、体育系の学生に
も広げるとともに、社内研修プログラムとして
「伊田テクノカレッジ」を開講（埼玉県から職業
訓練（短期過程）として認定）し、早期戦力化、
若手の交流機会創出

採用拡大、離職防止
・毎年10～20名程度の採用を実現し、
現在は社員の３割が20代

・入社後３年の離職者 約30% → 約７%

＜取組の効果＞

＜取組の効果＞（取組１の効果も含む）

関東地方整備局 埼玉県

働き方改革に
向けた取組

・直轄工事での週休2日確保
・中建審「工期に関する基準」に
基づく適切な工期設定 ・・等

・施工時期の平準化
・県発注工事での週休2日確保
・現場に快適トイレの設置   ・・等

業務効率化
支援

・土木工事書類スリム化ガイドの策定 ・土木工事書類スリム化ガイド
（埼玉県版）の策定

・公共工事における工事関係書類統一化
※埼玉県をモデルケースとして、26書類を対象に書式の統一化を実施
（現在24書類を統一化（92%））

その他 ・インフラDX大賞の創設（予定）
・都道府県及び市町村に向けた
各種取組の実施の働きかけ ・・等

・県内市町村に向けた各種取組の
実施の働きかけ

・・等

・工事部門の労働者の労働時間の削減
・現場部門と建設ディレクター等との
連携強化

参考 関東地方整備局及び埼玉県の取組
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